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図 1.1 一般政府支出・地方税収・財政移転の対 GDP 比（2015 年） 
 




（資料）OECD Fiscal Decentralisation Database(OECD ウェブサイト)、総務省ウェブサイトおよび総務省『地方財政白

















表 1.1 地方政府の課税自主権の状況（2014 年） 
 














                                                  
2 本章で使用した OECD のデータは、国の一般財源と地方税のみを対象とし、社会保険を含まない。 
3 神野・小西(2014、34-35 頁)を参照。 
優遇
税制








州 39.1 96.7   3.3 100.0
地⽅ 10.4   1.6 95.6   1.1   1.7 100.0
スウェーデン 地⽅ 36.9 97.5   2.5 100.0
州 19.7 100.0 100.0
地⽅ 14.1 100.0 100.0
州 22.6   3.9 92.7   3.4 100.0
地⽅   8.2 14.4 41.6 42.5   1.4 100.0
⽇本 地⽅ 23.4   0.1 58.4 26.2 15.2 100.0
フランス 地⽅ 13.0 45.6 15.9   3.2   0.2   0.0 14.2 19.2   1.7 100.0
























































































第 3 章では、第 2 章の財政連邦主義の分析に照らして、戦後から現在までの国と地方の財
政関係と所得再分配機能について、事務配分や税源配分、財政移転の観点から整理し、今後の
日本の地方財政制度の展開の方向性を考察する。 






























第 2 章：書下ろし 
第 3 章：書下ろし 
第 4 章：「生活保護に対する地方交付税の財源保障－大阪府門真市における交付税単価と実
額単価による分析－」『日本地方財政学会研究叢書』第 19 号、2012 年 3 月(日本
地方財政学会)。 
第 5 章「市町村国保の運営の限界に関する実証的分析」(日本財政学会第 69 回大会報告論
文、2012 年 10 月)。 



































































































                                                  
4 ティブーの議論についての解釈は、原田(2005)を参照した。 
12 
2.2. 財政の機能と政府間財政関係：Musgrave、Oates による財政連邦主義 



























                                                  
5 マスグレイブは、あるサービスは国家的単位が、他のサービスは州的単位が、さらに他のサービスは大都市
圏的あるいは地方的単位が、必要とされるとし、このことは「より上位」レベルの政府と「より下位」レベル




































7 Musgrave (1969, pp. 11-12)を参照。 
14 
ニーズ(communal needs)の概念は、経済学の枠組みのなかでの分析に適さないとする




















を「伝統的／正統派財政連邦主義の理論(convenrional or orthodox theory of fiscal 





                                                  
8 Musgrave (1969, p. 81)を参照。 
9 Musgrave (1969, p. 309), Musgrave (1980, p. 530)を参照。 













邦主義とワインガスト(B. R. Weingast)、チィェン(Y. Qian)の市場維持的連邦主義を取り上
げる。 










                                                  







(Leviathan)としての政府について、地方政府間競争により阻止できること(Brennan and Buchanan 1980)。 

















































































































3.1. 協調的財政連邦主義：Boadway、Hobson によるカナダの財政連邦主義14 








                                                  






















付いているという(池上 2004 a)。 
































「税源移譲」を組み込んだ包括補助金として、カナダ保健医療移転(Canada Health Transfer; 




をつくる、いわば税源移譲であり、これは 1967-77 年に実施されたものである。 
3.2. 行政的連邦主義：Rattsø、Lotz による北欧諸国の財政連邦主義22 
北欧諸国の政府間財政関係について、Rattsø(2003)は、北米大陸で発展したマスグレイブ、
オーツらの財政連邦主義を「伝統的財政連邦主義」とし、その議論はヨーロッパの地方財政の





21 平衡交付金制度は、1982 年憲法に規定される以前の 1957 年から実施されている。 
22 北欧諸国の財政連邦主義に関する議論は、Lotz(1997, 1998, 1999)、Rattsø(2003)、Söderström(1998)、






























                                                  
23 「伝統的財政連邦主義」は、原文では「decentralied government in Musgrave-Oates-Tiebout 

























                                                  
24 持田編(2006、245 頁)を参照。 
25 デンマークでは、地方自治体が失業者に恒常的な移転を交付するのではなく、就労を促す経済的インセン
ティブを与えるために定率補助金の補助率の引下げが行われている(持田編 2006、245 頁を参照)。 
26 持田編(2006、246-47 頁)を参照。 































































（資料）IMF,Government Finance Statistics（IMF data ウェブサイト)、OECD, National Accounts of OECD Countries 





































表 2.2 主要国と北欧諸国における地方政府の課税自主権の状況（2014 年） 
 





（資料）OECD Fiscal Decentralisation Database(OECD ウェブサイト)により作成。 
優遇
税制











州 39.1 96.7   3.3 100.0
地⽅ 10.4   1.6 95.6   1.1   1.7 100.0
スウェーデン 地⽅ 36.9 97.5   2.5 100.0
州 19.7 100.0 100.0
地⽅ 14.1 100.0 100.0
州 22.6   3.9 92.7   3.4 100.0
地⽅   8.2 14.4 41.6 42.5   1.4 100.0
デンマーク 地⽅ 25.1 88.7 11.3 100.0
フィンランド 地⽅ 23.5 86.1  7.1  6.7  0.1  0.0 100.0
⽇本 地⽅ 23.4   0.1 58.4 26.2 15.2 100.0
州 10.6 50.2 47.2  2.6 100.0
地⽅  5.9 28.1 71.0  0.9 100.0
ノルウェー 地⽅ 13.9 97.7  1.3 100.0
フランス 地⽅ 13.0 45.6 15.9   3.2   0.2   0.0 14.2 19.2   1.7 100.0
イギリス 地⽅   4.9 96.3   1.1   2.6 100.0
地⽅税収に占める割合 (％)
税率決定権



































表 2.3 所得再分配機能における財政連邦主義の分類 
  地⽅政府における所得再分配機能 





















































障費は2、昭和 45 年度には 18.3％であったが、「福祉元年」と呼ばれた昭和 48 年度から拡大
し、翌年度に 20％を超え、昭和 50 年代には 20％台前半で推移した。平成に入ると、平成 2
年度の 19.9％から拡大傾向となり、平成 27 年度には 33.7％に達している。国土保全及び開発
費の動向と比較してみると、社会保障関係費は、昭和 45 年度の国土保全及び開発費 23.4％に
比べ小さかったが、福祉元年を機に国土保全及び開発費を上回った。国土保全及び開発費は平
成 7 年度から縮小傾向となり、平成 27 年度には 9.9％となった。 
図 3.1 国と地方を通じた目的別歳出額構成比の推移 
 
（資料）総務省『地方財政白書』各年版により作成。 
                                                  
1 図 3.1 と図 3.2 について、国の歳出総額は、一般会計と交付税及び譲与税配付金特別会計、エネルギー対策
特別会計、年金特別会計(平成 21 年度までは児童手当勘定のみ、平成 22 年度から 24 年度までは児童手当及
び子ども手当勘定のみ、平成 25 年度から 27 年度までは子どものための金銭の給付勘定のみ)、食料安定供給
特別会計(国営土地改良事業勘定のみ）、自動車安全特別会計(空港整備勘定のみ)、東日本大震災復興特別会計






に示すとおり、民生費全体では、福祉元年の昭和 48 年度が 60.3％と過去最大の水準となり、






図 3.2 国と地方を通じた民生費総額のうち地方の占める割合・ 
地方の民生費に占める国からの財政移転の占める割合 
 
（資料）図 3.1 と同じ。 
また、地方の民生費に占める国からの財政移転の割合をみると3、昭和 40 年代後半は、都市
税源の充実強化が行われた時期でもあり、地方の民生費の割合が増加しているが、財政移転の
割合は横ばいである。その後、昭和 50 年代に入り財政移転の割合は増加し、昭和 53 年度に
は 45.6％と過去最大の水準となった。昭和 50 年代後半から昭和 60 年代には、行政改革によ
り国庫補助負担金の整理合理化や国庫補助負担率の引下げが行われ、財政移転の割合は減少し





化や平成 16 年度から 18 年度の三位一体の改革により、地方の民生費の占める割合は微増し
ているが、財政移転の割合は減少している。そして、財政移転の割合は、平成 21 年度のリー




















































                                                  
4 地方行政調査委員会議「行政事務再配分に関する勧告」(昭和 25 年 12 月 25 日)。この勧告において、教育、
民生、衛生、労働、農業、林野、水産、商工、運輸、土木、その他の個々の分野について 60 の事務を限定的
に列挙している。また、第一次勧告後、「行政事務再配分に関する第二次勧告」が昭和 26 年 9 月 22 日に行わ
れ、二つの勧告を総称して「神戸勧告」と呼ぶ。 
5 地方行政調査委員会議編(1952、6 頁)を参照。 
6 前掲書(13-14 頁)を参照。 










表 3.1 シャウプ勧告による国税・地方税の基本的枠組み 
 国税 道府県税 市町村税 













資産  ⾃動⾞税 固定資産税 
（注）シャウプ勧告での付加価値税は所得型付加価値税で消費課税ではないが、ここでは税源の分離を
明示するため消費課税として分類している。 












                                                  
8 前田(2009、59 頁)を参照。 




















者の最低生活を保障するにあたって、昭和 21 年 4 月に生活困窮者緊急生活援護要綱(閣議決
定)が施行され、生活困窮者の援助が開始された。その後、生活困窮者の援助は、GHQ(連合
国総司令部)覚書「社会救済」(昭和 21 年 2 月 27 日)のなかで示された「私的または準政府機
関に委譲・委任せず、国の責任で平等に措置を行うべき」という国家責任の原則、無差別平等
の原則、最低生活保障の三原則を受け11、国家責任による保護の原則を明文化した生活保護法
(旧法)が制定された。その後、昭和 22 年施行の日本国憲法第 25 条で生存権が規定されたこ
とを受けて、生活困窮者に対する施策である生活保護制度を拡充強化するため、昭和 25 年に
旧法を全面的に改めるかたちで現行の生活保護法(新法)が制定された12。なお、生活保護に要
                                                  
10 この規定は現在も維持されている。なお、昭和 27 年に改定された地方財政法においては、第 9 条の原則に
対して四つの例外規定がなされている。この点については 3 節を参照。 
11 GHQ 覚書(SCAPIN 755) 社会救済(21.2.27)。なお、「社会救済」と訳されているが、原題は「Public 
Assistance」であり、後に「公的扶助」という訳語が用いられるようになった。 
12 (一財)厚生労働統計協会(2016、69 頁)を参照。 
35 
























2 節で述べたとおり、昭和 27 年に改正された地方財政法において、実際にサービスを提供
する機関がその経費を負担することを原則としたが(第 9 条)、この原則に対して四つの例外
規定がなされており、地方自治体が実施する事業のうち、国がその全部または一部を負担する
                                                  
13 昭和 21 年制定の生活保護法(旧法)において、生活保護行政に関する国の負担割合は 10 分の 8 となった。
立法過程で、生活保護を国の責任で機関委任事務として行う以上、全額国庫負担で行うべきであるという意見
が厚生省社会局内にあったが、生活保護世帯を安易に認定するなど濫給を防止するために、一部地方負担を決
めたという経緯がある(厚生省社会局保護課編 1981、289 頁を参照)。 




あるものに要する経費(負担金)、(2)第 10 条の 2 で、国民経済に適合するように総合的に樹
立された計画に従って実施しなければならない法律又は政令で定める土木その他の建設事業
























                                                  
15 これらの規定は現在も維持されている。 



























                                                  
17 配分は、国税入場税の収入の 9 割を人口按分した。なお、入場譲与税は昭和 37 年に廃止された。 
18 配分は、国税揮発油税収入の 3 分の 1 を都道府県の道路面積で按分した。揮発油譲与税は、昭和 30 年度に
地方道路譲与税となった。そのほか、消費譲与税(昭和 63 年創設、平成 8 年度廃止)、所得譲与税(三位一体
の改革に伴う 3 兆円規模の税源移譲が本格的に行われるまでの間の暫定措置として平成 16 年度改正で創設、
18 年度改正で廃止)があった。現在は、地方揮発油譲与税、石油ガス譲与税、自動車重量譲与税、航空機燃料
譲与税、特別とん譲与税、地方法人特別譲与税の 6 種類がある。 











また、医療保険は職域の健康保険と地域の国民健康保険の 2 本立てとした。昭和 33 年に、
市町村に対して、医療費の 25％(定率負担 20％、調整交付金 5％)、国保事務費の国庫負担、











福祉法の一部改正により、翌年 1 月から国の制度として老人医療費支給制度が実現し、70 歳
                                                  
20 平成 10 年に「知的障害者福祉法」に改称された。 




22 岩手県久慈市が昭和 42 年に児童手当を導入、その後、東京都武蔵野市でも採用され、昭和 45 年 7 月には、
2 県 172 市 23 特別区 26 村で実施された。 
23 制定当時は、義務教育修了前の第 3 子以降の児童を対象として、子育て世帯に月額 3,000 円を支給する制
度であった。 
24 たとえば、岩手県沢内村は昭和 35 年から 65 歳以上を対象に外来診療を無料化、翌年から 60 歳以上に対






























                                                  




による自主財源拡充の動きが高まった。東京都が昭和 49 年 10 月から法人事業税の超過課税










して老人医療費支給制度の見直しを行い、昭和 57 年に老人保健法を制定(翌年 2 月から施行)
し、(1)老人医療費無料化制度を廃止し、老人にも一部負担を求めること、(2)老人医療費に要











                                                  
26 地方の折半分の負担については、平成 13 年度から臨時財政対策債に段階的に切り替えられた。 
27 その後、昭和 50 年に大阪府、昭和 51 年に兵庫県、昭和 52 年に愛知県、昭和 53 年に神奈川県、昭和 54
年に静岡県、昭和 56 年に京都府が実施した。 
28 税制調査会「昭和 54 年度の税制改正に関する答申」(昭和 53 年 12 月 27 日)に「一般消費税大綱」が含ま
れている。 





責任が重い行政分野については、国庫補助負担率を 4 分の 3 に恒久化した。一方、老人福祉、
児童福祉、身障者福祉等については、昭和 61 年度に団体委任事務化等の事務の見直しを行っ
たことなどにより、国庫補助負担率を 2 分の 1 に恒久化することとなった。 
この国庫補助負担率の引下げによる地方負担の増加は、地方の財源不足となった。暫定措置




















                                                  




変わったたばこ税が交付税対象税目になった(今井 1993、139-41 頁を参照)。 
42 
額(国税以外の財源を含む)という財政移転の構造が変わったにすぎなかった31。地方財政計画



















                                                  












































                                                  








に基礎を置く制度に再編成された介護保険が平成 12 年 4 月に実施された。高齢者医療につい
て、平成 15 年に老人保健制度と退職者医療制度を廃止し新たな制度を創設することとされ、
















                                                  
37 前掲書(196-97 頁)を参照。 





39 地域生活支援事業においては、市町村の事業費に対しては国が 2 分の 1 以内、都道府県が 4 分の 1 以内で、
都道府県の事業費に対しては国が 2 分の 1 以内でそれぞれ補助を行うことができるとされている((一財)厚生
















生活困窮者に対する生活保護制度については、平成 25 年に改正、翌年 7 月に施行された生
活保護法に基づき、就労による自立の促進として、生活保護脱却後の生活を支え、保護からの
脱却するインセンティブを強化する目的で就労自立給付金制度が導入された。また、被保護者











                                                  
40 (一財)厚生労働統計協会(2016、197-98 頁)を参照。 













その後、社会保障・税の一体改革において、平成 26 年度から、消費税が 5％から 10％に段
階的に引き上げられることとなった。これに伴い、社会保障 4 分野の経費(年金、医療、介護、
子ども・子育て)に則った範囲の社会保障給付における国と地方の役割分担に応じて、引上げ












設がこれまで国の許可を必要とする許可制だったが、平成 12 年 4 月に地方分権一括法が施行
され、事前協議制に改められた。また、法定外目的税の創設も認められた。 
                                                  
42 消費譲与税の総額は、消費税法に規定する消費税の収入額の 5 分の 1 であり、うち 11 分の 6 は都道府県
に、11 分の 5 は市町村に交付された。地方消費税の導入に伴い、平成 7 年度から廃止された。 
47 
一方、地方分権推進計画に基づいて国庫補助負担金の整理合理化が進められたことにより、
国庫補助負担金が減額となり、一般財源は増加した。そして、平成 16 年度から 18 年度にか








































































































全国の月平均の生活保護受給者数は、過去最低であった平成 7 年度の 88.2 万人から増加し
続け、平成 26 年度には過去最高の 216.6 万人に達し、平成 27 年度は 216.4 万人と減少して
いるものの、近年は横ばい傾向にある。また、保護率は、平成 7 年度の 7.0‰から平成 27 年
度には 1.70‰となっている(図 4.1)。 
図 4.1 全国の被保護世帯数・被保護実人員・保護率の推移 
 
（注）被保護世帯数、被保護実人員は月平均。 
（資料）厚生労働省「被保護者調査」平成 27 年度により作成。 
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は 50.1％となった1。保護開始の主な理由については、平成 20 年度まで最も多かった「傷病



















2006 年度の約 3%から 2007 年度には約 5%に急増していることを示し、生活保護世帯の急増
に対して、生活保護費にかかる地方交付税の算定の方法に限界がある可能性を指摘している。 
                                                  
1 厚生労働省「福祉行政報告例」および厚生労働省「被保護者調査」では、「高齢者世帯」、「母子世帯」、「傷
病世帯」、「障害者世帯」以外の世帯を「その他世帯」に類型している。 
2 厚生労働省「被保護者調査」(年次調査(個別調査)平成 27 年 7 月末日現在)によると、高齢者世帯のうち、
年金受給割合は 49.7％と約 5 割であり、生活保護受給世帯一世帯当たりの年金受給月額は、50,018 円となっ
ており、受給世帯数では 3 万円台が最も多くなっている(生活保護受給者一人当たり年金受給月額は、47,067
円である)。 




一環として国庫補助負担率の引下げの実施により、昭和 60 年度から 63 年度は 10 分の 7、平成元年度から 4

























門真市は、大阪府の北東部にあり大阪市と隣接する人口 13 万 282 人(平成 22 年国勢調査)
の都市である。昭和 30 年代後半から 40 年代前半にかけ、大阪の衛星都市として急激な人口
増加により6、基盤整備がなされていないままに木造賃貸共同住宅が爆発的に建設され、密集
                                                  
4 大阪市「大阪府自治制度研究会 財政調整制度に関する議論に対する大阪市の見解」（第 10 回大阪府自治制




6 門真市の人口は昭和 35 年の 3 万 4,228 人から昭和 40 年には 9 万 5,208 人に急増し、全国 1 位の増加率
















21 年度の間で生活扶助等の保護費の総額は 86％増加しており、特に、平成 21 年度は保護率
が急増したことに伴い、生活扶助等の保護費も急増している。また、この間に、全国や大阪市
に比べ門真市の増加率が大きくなっている(図 4.3(1))。続いて、門真市の生活扶助等の保護






                                                  










図 4.3 生活扶助等の保護費の総額の推移 












国庫負担 4 分の 3、地方負担 4 分の 1 となっている。国庫負担金事業の地方負担の財源保障に




















































































































































































                                                  








3.1. 検証 1：交付税単価と実額単価の較差・単価差率 
平成 16 年度から 21 年度の間の交付税単価と実額単価を七つの扶助(生活扶助、住宅扶助、
教育扶助、医療扶助(入院分)、医療扶助(入院外分)、その他の扶助)ごとに比較し、その単価
差と単価差率を考察する。 
各年度の i 扶助の交付税単価ܮܣܶ_ܷ ௜ܲについては、i 扶助の一人当たり扶助費	ܣܷ ௜ܲに地域ご
とに異なる扶助費を反映させるため、地域ごとの扶助費の単価差率ܴ_ܷܲܦܴ௜を乗じて算出する。 





各年度の i 扶助の実額単価ܣܣܧ_ܷ ௜ܲについては、門真市の i 扶助の年間扶助費合計額ܶܣܧ_ ௜ܻ
を門真市の i扶助の年間延べ実人員数ܶܲ_ ௜ܻで除して算出する。 




ܷܲܦ௜は、実額単価ܣܣܧ_ܷ ௜ܲと交付税単価ܮܣܶ_ܷ ௜ܲとの差をとって算出する。また、各年度の i
扶助の単価差率ܷܲܦܴ௜は、実額単価ܣܣܧ_ܷ ௜ܲを交付税単価ܮܣܶ_ܷ ௜ܲで除して算出する。 
ܷܲܦ௜ ൌ 	ܣܣܧ_ܷ ௜ܲ െ ܮܣܶ_ܷ ௜ܲ      				    ሺ3ሻ 








る。平成 16 年度から 19 年度までは実額単価は交付税単価を下回り、平成 20 年度以降は実額
単価が交付税単価を上回っている。 
住宅扶助の単価差は、平成 16 年度から 21 年度の間で実額単価が交付税単価を下回ってお
り、交付税単価との差は-14％から-7％である。実額単価が交付税単価を下回る水準である要
因として、木造賃貸共同住宅が扶助限度額以下の低家賃で提供されていることが考えられる。 




平成 21 年度は実額単価が交付税単価を大きく上回り、交付税単価に比べ 61％高くなってい
る。門真市によると、医療扶助(入院分)の扶助人員について平成 20 年度まで誤集計され、人
員が多く算出されている可能性があり、平成 20 年度以前も平成 21 年度と同様に実額単価が
交付税単価を大きく上回る傾向と推測できるという10。また、医療扶助(入院外分)の単価差は、
平成 16 年度から 19 年度までは実額単価が交付税単価を大幅に上回り、単価差は 2.3 倍から
2.5 倍であったが、平成 20 年度から単価差は縮小しており、平成 21 年度には交付税単価に比






                                                  
10 門真市保護課聞き取り調査(平成 22 年 11 月 29 日)。 
61 









介護扶助の単価差は、医療扶助(入院外分)と同様に、平成 16 年度から 19 年度までは実額





税単価を下回っており、平成 21 年度において単価差はほとんどない。 




3.2. 検証 2：単価差が財政運営に及ぼす影響 
次に、3.1 項の検証 1 で推計した単価差が財政運営に及ぼす影響について分析する。検証は、






助費合計額ܶܣܧ_ ௜ܻの総計と、検証 1 で算出した i 扶助の交付税単価ܮܣܶ_ܷ ௜ܲに門真市の i 扶助
の年間延べ実人員数ܶܲ_ ௜ܻを乗じてすべての扶助費の合計額との差分をとり、総額の 4 分の 1
が地方負担分であるので 0.25 を乗じた額とし、(5)式のとおり算出する。 
ܣܨܦ ൌ ൝൭෍ܶܣܧ_ ௜ܻ
௜
൱ െ ൭෍ܮܣܶ_ܷ ௜ܲ ∙ ܶܲ_ܻ
௜











その結果、平成 16 年度から 21 年度の間で扶助費総額の差額は大きく異なっている。平成
16 年度は、約 2,000 万円の財源不足となっているが、その一般財源総額に占める割合は 0.07%
とそれほど大きくない。平成 17 年度から 20 年度は財源超過となっており、平成 18 年度の財
源超過が最大の 1 億 1,399 万円となり、一般財源総額に占める割合は-0.42%である。その後、
平成 19 年度から 20 年度で財源超過は縮小し、平成 21 年度には大幅に財源不足に転じてい
る。平成 17 年度から 20 年度は、交付税単価を上回る扶助費があったとしても、合計すると
財源不足が生じていない。ただし、3.1 項で述べたとおり、その間、医療扶助(入院分)につい
ての実人員に誤集計があり、実額単価が交付税単価を大きく上回る傾向にあり、それを踏まえ
ると、実際には財源不足の状況であることが推測できる。平成 21 年度は、2 億 7,829 万円の
財源不足額となり、その一般財源総額に占める割合の 1.07％である。検証 1 でみたように、
平成 21 年度では、生活扶助、教育扶助、医療扶助の実額単価が交付税単価を上回っており、
これらが財源不足の拡大の要因となっているといえる。 



































































































                                                  
11 門真市では、生活保護受給者が医療費を一部自己負担とすることで、頻回受診等の抑制につなげる施策を





























                                                  






























                                                  
13 例外として、旧ドイツ領東部地域生まれの在外ドイツ人への給付費用は連邦が負担する(山本他 2013、7
頁を参照)。 




















の強化のための支援措置がされており、また、平成 26 年度、平成 27 年度には社会保障・税
の一体改革の一環として、消費税収による公費の拡充によって保険料負担の軽減が行われてき
た。それにもかかわらず、国保財政は赤字が続いており、平成 27 年度では 2,780 億円の赤字
となっている(図 5.1(1))。一方、赤字の団体数は、平成 19 年度まで増加、その後は減少傾向
となったが、平成 24 年度には再び増加し、平成 27 年度には 852 団体であり、全団体の 49%



















































                                                  












































































図 5.5 保険安定基盤制度の概要 
 
（出所）「保険基盤安定制度の概要」(厚生労働省保険局「市町村国保の現状等について」(第 1 回国民健康保険制度の基盤









表 5.1 保険基盤安定制度の保険料軽減分の軽減割合 
保険者の前年度または当該年度における応益割合 
35％未満 35～45％未満 45～55％未満 55％以上 
5 割減額 6 割減額 7 割減額 6 割減額 
3 割減額 4 割減額 5 割減額 4 割減額 









図るため、平成 21 年度から 27 年度までに、16 万円(基礎分 5 万円、後期高齢者支援金分 5 万
円、介護給付分 6 万円)引き上げられた。 
表 5.2 保険料の課税限度額 
年 度 基礎分 後期高齢者 支援金分 介護給付金分 合 計 
平成 21 年度 47 万円 12 万円 10 万円 69 万円 
平成 22 年度 50 万円 13 万円 10 万円 73 万円 
平成 23－25 年度 51 万円 14 万円 12 万円 77 万円 
平成 26 年度 51 万円 16 万円 14 万円 81 万円 







(図 5.3 の一般会計繰入金(法定分))。 
表 5.3 国保財政基盤強化策(平成 27 年 4 月 1 日現在) 
⾼額医療費共同事業 ・ ⼀件 80 万円を超える医療費についての都道府県単位での再保険事業 (負担区分)市町村国保 1/2、都道府県 1/4、国 1/4 
保険財政共同安定化事業 ・ 都道府県内の国保の医療費における各国保からの拠出⾦を財源とする都道府県単位での再保険事業 
国保財政安定化⽀援事業 ・ 市町村の⼀般会計から国保特会への繰⼊れを地⽅財政措置で⽀援 (1,000 億円程度) 
（注）保険財政共同安定化事業は、平成 14 年 10 月に導入され、当初は 1 件当たり 30 万円を超える医療費を対象とし











検証する。分析は、平成 22 年 3 月 31 日現在で、国民健康保険事業を実施する一部事務組合












被保険者一人当たり保険料調定額をみると、黒字団体、赤字団体とも 7.5 万円を上回り 10
万円以下である団体が最も多く、約 6 割の団体が占める(図 5.6(1))。全体的にみると、黒字
団体に比べ赤字団体は被保険者一人当たり保険料調定額が低い団体が多いことが分かる。所得
に占める応能割額(所得割額＋資産割額)の割合をみると、黒字団体、赤字団体とも 7.5%を上
回り 10%以下である団体が最も多く、約 5 割の団体が占める(図 5.6(2))。被保険者一人当た
り応益割額(均等割額＋平等割額)は、4 万円を上回り 5 万円以下である団体が最も多く、4 割
強の団体が占める(図 5.6(3))。黒字団体では、3 万円を上回り 4 万円以下である団体も 40.2％
であり、赤人団体に比べ多くなっている。所得に占める保険料調定額は 15%を上回り 20%以
下である団体が最も多く、黒字団体では 47.6％、赤字団体では 42.6%である(図 5.6(4))。 
図 5.6 再差引収支区分別保険料(平成 21 年度) 
(1) 被保険者一人当たり保険料調定額    (2) 応能割率 
 






（資料）厚生労働省『国民健康保険事業年報』平成 21 年度、厚生労働省『国民健康保険実態調査』平成 21 年度、総務省







者や保険料軽減者が多いことがうかがわれる。平成 21 年度では、政令市 18 団体のうち 17 団
体、中核市 41 団体のうち 28 団体が赤字団体であり、比較的所得の高い団体で赤字団体が多
い。したがって、赤字団体では、所得は高いが低所得者や保険料軽減者が多いことが分かる。 





黒字団体と赤字団体の保険料の差はウィルコクソンの順位和検定の Z 値であり、*は有意水準 5％で有意であること
を示す。 











団 体 数 700 1018 1718
平 均 値 79,814円 79,814円 78,786円
中 央 値 80,376円 79,185円 80,024円
最 小 値 37,077円 30,907円 30,907円
最 大 値 133,682円 115,638円 133,682円
平 均 値 9.1% 9.1% 9.1%
中 央 値 9.0% 9.1% 9.1%
最 小 値 3.2％ 4.2％ 3.2％
最 大 値 23.7％ 15.9％ 23.7％
平 均 値 40,172円 39,271円 39,805円
中 央 値 40,348円 40,122円 40,269円
最 小 値 11,489円 15,449円 11,489円
最 大 値 65,392円 57,888円 65,392円
平 均 値 16.3% 16.2% 16.2%
中 央 値 16.0% 16.1% 16.0%
最 小 値 4.9％ 7.3％ 4.9％
















算入せず、密度補正により加算的に措置し、算入率 0.8 であり、事業規模のうち、8 割が交付
税措置、2 割が留保財源対応となっている。 
平成 12 年度からの推移をみると、事業規模について、平成 12 年度は 1,250 億円であった
が、平成 13 年度は地方歳出全般にかかる見直しが行われた結果、1,000 億円と減額計上され、
その後暫定措置として継続されている(図 5.7)。各団体において措置された事業費について、
平成 15 年までは事業規模を上回っているが、平成 16 年度以降は事業規模を下回っており、
平成 22 年度は、総額 992 億円となっている。 


















図 5.8 再差引収支区分別歳入に占める国保財政安定化支援事業(平成 21 年度) 
 
（注）黒字団体と赤字団体の保険料の差はウィルコクソンの順位和検定の Z 値であり、*は有意水準 5％で有意であること
を示す。 
棒グラフ中の数値は、各団体の構成割合である。 
（資料）厚生労働省『国民健康保険事業年報』平成 21 年度、総務省「平成 21 年度決算カード」により作成。 
一般会計の法定外繰入金の推移をみると、平成 12 年度から 17 年度まで増加し、近年では
わずかであるが減少し、平成 22 年度には増加し 3,979 億円となり前年度と比べ 9.5%増加し
ている(図 5.9(1))。法定外繰入金のうち、決算補てん等を目的とするものは、平成 12 年度か
らわずかに減少している年度もあるが増加傾向にあり、その構成比も拡大している。平成 22




団 体 数 1018 700 1718
平 均 値 0.7% 0.9% 0.8%
中 央 値 0.5% 0.7% 0.5%
最 小 値 0.0％ 0.0％ 0.0％






図 5.9 一般会計法定外繰入金の推移 
(1) 実額     (2) 構成比 
 
（資料）図 5.7 と同じ。 
続いて、歳入に占める法定外繰入金の割合について、再差引収支の黒字団体と赤字団体を区
分別にみると、黒字団体、赤字団体とも 0%を上回り 2.5%以下である団体が最も多く、黒字団




図 5.10 再差引収支区分別歳入に占める一般会計法定外繰入金(平成 21 年度) 
 
（注）黒字団体と赤字団体の保険料の差はウィルコクソンの順位和検定の Z 値であり、*は有意水準 5％で有意であること
を示す。 
棒グラフ中の数値は、各団体の構成割合である。 






団 体 数 1018 700 1718
平 均 値 1.2% 2.5% 1.7%
中 央 値 0.2% 1.1% 0.4%
最 小 値 0.0％ 0.0％ 0.0％





















図 5.11 一般会計繰入金と保険料調定額の関係 




相関係数の r2の*は、(1)、(2)ともに、p 値が 0.0000 であり、有意水準 1%で有意であることを示す。 











める保険料調定額の割合は、近年上昇傾向にある。特に 7 割軽減世帯(6 割軽減世帯を含む)に
おいては、平成 22 年度には 34.1%であり、低所得世帯の保険料負担が重い傾向にあることが
分かる(図 5.12(2))。 
次に、平成 18 年度から 22 年度の一世帯当たり保険料調定額、収納率および保険基盤安定
制度による保険料軽減世帯比率の推移をみる(図 5.13)。一世帯当たり保険料調定額は、平成
21 年度まで増加し続けたが、平成 22 年度は 154,872 円で前年度に比べて 3.3％の減少してい
る。収納率は平成 19 年度から 21 年度まで低下し続けたが、平成 22 年度は 88.6%で前年度に
比べて 0.6%上昇している。軽減世帯比率は、平成 20 年度の後期高齢者医療制度の施行以降、
上昇し続け、平成 22 年度には 46.8%となり、前年度に比べて 4.6%上昇している。平成 22 年
度は軽減世帯が増加したことによって一世帯当たり保険料調定額が減少し、保険料の軽減・減
免措置の拡大により収納率が上昇したことがうかがわれる。 
図 5.12 所得に占める保険料調定額の割合 




図 5.13 一世帯当たり保険料調定額・収納率・軽減世帯比率の推移 
 
（注）収納率は、現年分の保険料収納額を保険料調定額で除して算出している。保険料調定額は居所不明者
分調定額を控除した調定額を用いて算出している。平成 18 年度から 19 年度の調定額は、介護納付
金分を含む。平成 20 年度以降の調定額は、介護納付金分および後期高齢者支援金分を含む。 





とも 90%を上回り 95%以下である団体が最も多く、黒字団体では 51.0％、赤字団体では 44.3％
である(図 5.14)。100%である団体は、黒字団体では 1.3%(13 団体)、赤字団体では 0.3%(2 団
体)である。黒字団体と赤字団体の収納率の差をみると団体間で差があることが分かる。全体
として、黒字団体に比べ赤字団体は収納率が低い団体が多い。 




黒字団体と赤字団体の保険料の差はウィルコクソンの順位和検定の Z 値であり、*は有意水準 5％で有意であること
を示す。 
棒グラフ中の数値は、各団体の構成割合である。 
（資料）図 5.8 と同じ。 
2 節で述べたとおり、市町村の保険料収納率が一定割合を下回る場合に、普通調整交付金が
黒字 赤字 全　体
団 体 数 1018 700 1718
平 均 値 92.2% 90.6% 91.6%
中 央 値 92.6% 90.9% 92.0%
最 小 値 78.0％ 77.2％ 77.2％





被保険者の規模ごとに 5%から 20%(7 段階)の範囲で減額されることとなっている5。普通調
整交付金の減額対象となる保険料収納率の基準は、被保険者 1 万人未満では 93%未満、1 万人




基準未満の団体が 942 団体あり、全団体の 54.8%を占めている。特に、基準未満の団体にお









収納率の基準は普通調整交付金の減額対象となる保険料収納率の基準のことであり、被保険者 1 万人未満では 93%
未満、1 万人以上 5 万人未満では 92%未満、5 万人以上 10 万人未満では 91%、10 万人以上 90%未満である。 
棒グラフ中の数値は、各団体の構成割合である。 











黒 字 赤 字 全 体
基 準 未 満 498 444 942
基 準 以 上 520 256 776





























93%未満、1 万人以上 5 万人未満では 92%未満、5 万人以上 10 万人未満では 91%、10 万人以上 90%未満である。 
X2の値の*は有意水準 5%で有意であることを示す。 
棒グラフ中の数値は、各団体の構成割合である。 




査結果」(平成 21 年 12 月 21 日)。 
あ り な し 全 体
基 準 未 満 764 178 942
基 準 以 上 454 322 776
全 体 1218 500 1718














平成 18 年度から 22 年度の被保険者一人当たり医療費の推移をみると、年々増加している
(図 5.17(1))。平成 20 年度に後期高齢者医療制度が施行されたにもかかわらず、それ以降も
上昇し続けており、平成 22 年度には合計で 29 万 9,333 円であり、うち入院外にかかる費用
は 15 万 7,513 円、入院にかかる費用は 11 万 3,769 円である。また、伸び率をみると、平成
20 年度の後期高齢者医療制度施行に伴い伸び率は低くなっている(図 5.17(2))。平成 22 年度
は前年度に比べ、合計では 3.3 と%高くなっており、特に入院にかかる費用の伸び率が 4.9%
と高くなっている。今後、さらなる高齢化の進行に伴い、被保険者一人当たり医療費は伸び続
けることが予測される。 
図 5.17 被保険者一人当たり医療費の推移 
(1) 実額        (2) 伸び率 
 
（注）医療費は療養の給付等、療養費、移送費の合計である。 
（資料）図 5.7 と同じ。 
続いて、被保険者一人当たり医療費について、再差引収支の黒字団体と赤字団体に区分別に
みると、黒字団体、赤字団体とも 25 万円を上回り 30 万円以下である団体が最も多く、黒字















図 5.18 再差引収支区分別被保険者一人当たり医療費(平成 21 年度) 
 
（注）医療費は療養の給付等、療養費、移送費の合計である。 
黒字団体と赤字団体の保険料の差はウィルコクソンの順位和検定の Z 値である。 
棒グラフ中の数値は、各団体の構成割合である。 







るのに適していると考える。級地区分は、1 級地－1、1 級地－2、2 級地－1、2 級地－2、3 級
黒字 赤字 全　体
団 体 数 1018 700 1718
平 均 値 298,475円 298,632円 298,539円
中 央 値 291,656円 295,099円 293,064円
最 小 値 127,349円 164,597円 127,349円






地－1、3 級地－2 の 6 区分であり、1 級地－1 が一般生活費の基準額が最も高く、大都市およ
びその周辺市町が区分されており、上述の順に低くなり、3 級地－2 は地方の町村が多く分類
されている。所得区分は、1 級地－1 を「Ⅰ－１」、1 級地－2 を「Ⅰ－２」、2 級地－1 を「Ⅱ
－１」、2 級地－2 を「Ⅱ－２」、3 級地－1 を「Ⅲ－１」、3 級地－2 を「Ⅲ－２」とし、Ⅰ－
１が最も所得が高いグループであり、上述の順に低くなり、Ⅲ－２は所得が最も低いグループ






が最も赤字額が大きく 2,123 億円であり、57 団体のうち赤字団体は 55 団体である。一方で、
Ⅲ－１、Ⅲ－２は 6 割程度の団体が黒字団体であり、黒字額をみるとⅢ－１は 22 億円、Ⅲ－
２は 194 億円である。したがって、所得が高くなるにつれ、赤字団体、赤字額が拡大し、財政
運営が厳しい状況となっているといえる(図 5.19(1)、(2))。 
図 5.19 再差引収支(平成 21 年度) 
(1) 実額    (2) 構成比 
 
（注）(2)構成比の図中の数値は、団体数である。 
（資料）総務省「市町村決算カード」平成 21 年度により作成。 
次に、一般会計法定外繰入金についてみると、すべての所得区分で赤字団体の繰入金が多く
                                                  
8 所得区分は、厚生労働省社会・援護局保護課「平成 22 年度 生活保護基準・生活保護実施要綱等」に掲載
されている市町村の級地区分に基づいて分類した。 
‐2,127 
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まず、被保険者の年齢構成をみると、すべての所得区分で 40-64 歳が最も多く、次いで 65-
74 歳であり、被保険者は高齢化していることが分かる。20-39 歳をみると、所得が高くなる
につれ、わずかに構成比が高くなっており、Ⅰ－１は 22.0％である(図 5.21)。 
図 5.21 国保被保険者の年齢構成(平成 21 年度) 
 
（資料）厚生労働省『国民健康保険実態調査報告』平成 21 年度により作成。 






































0‐19歳 20‐39歳 40‐64歳 65‐74歳
92 
図 5.22 70 歳以上一般被保険者に占める現役並み所得者の割合(平成 21 年度) 
 
（資料）図 5.20 と同じ。 
次に、被保険者一人当たり平均保険料調定額(医療給付費分と後期高齢者支援分の合計)をみ
ると、最も高いのはⅡ－1 の 15.4 万円、最も低いのはⅠ－１の 13.8 万円であるが、所得区分
間での差はみられない。また、すべての所得区分において再差引収支が黒字団体で被保険者一
人当たり平均保険料調定額が赤字団体に比べ高くなっており、その差が最も大きいのはⅠ－１
の 2 万円、最も低いのはⅠ－２の 1,000 円である(図 5.23(1))。 
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6万円未満 6‐8万円未満 8‐10万円未満 10万円以上
93 
次に、被保険者一人当たり平均保険料調定額を構成別にみると、8-10 万円未満の団体が最
も多い所得区分は構成比の高い順に、Ⅰ－２(84.0％で 42 団体)、Ⅱ－１(71.9％で 87 団体)、
Ⅱ－１(65.8％で 52 団体)、Ⅰ－１(54.4％で 31 団体)、Ⅲ－１(52.7％で 291 団体)である。
最も所得の高いⅠ－１に分類される団体の被保険者一人当たり平均保険料調定額は 6-10 万円
未満であり、他の所得区分に比べ金額のばらつきが小さい。一方で、所得が低くなるにつれ金







得差額率は、平成 22 年度一般生活費認定基準表第 1 類から算出し、所得区分ごとにⅠ－１：
1.29、Ⅰ－２：1.23、Ⅱ－１：1.17、Ⅱ－２：1.12、Ⅲ－１：1.06、Ⅲ－２：1、とした9。 
所得区分 i における所得に対する保険料調定額ܰ_ܪܫܴ௜は、保険料調定額ܪܫ௜を所得 ௜ܻで除し
て算出する。 
ܰ_ܪܫܴ௜ ൌ ܪܫ௜௜ܻ                 ሺ1ሻ 
修正所得に対する保険料調定額ܴ_ܪܫܴ௜は、保険料調定額ܪܫ௜を所得区分 i の所得 ௜ܻに所得差
ܻܦܴ௜を乗じてもので除して算出する。 








                                                  





























































































10%未満 10‐15%未満 15‐20%未満 20%以上
95 
きいことがうかがわれる。 






険者証の交付状況及び資格証明書世帯に属する高校生等の人数に関する調査(平成 21 年 9 月時点)





























































































表 5.5 一般会計法定外繰入金と保険料負担に関わる相関係数 
 収入に占める一般会計法定外繰入金 
 所得に占める 保険料調定額 
保険料算定額に 
占める保険料軽減額 
 相関係数 p 値 相関係数 p 値 
全団体 
（1672 団体） -0.3617
* 0.0000 -0.3025* 0.0000 
Ⅰ－１ 
（57 団体） -0.6964
* 0.0000 -0.7037* 0.0000 
Ⅰ－２ 
（50 団体） -0.8065
* 0.0000 -0.7293* 0.0000 
Ⅱ－１ 
（121 団体） -0.5404
* 0.0000 -0.5655* 0.0000 
Ⅱ－２ 
（79 団体） -0.4951
* 0.0000 -0.3930* 0.0003 
Ⅲ－１ 
（549 団体） -0.3231
* 0.0000 -0.2725* 0.0000 
Ⅲ－２ 
（816 団体） -0.1259




図 5.26 収入に占める一般会計法定外繰入金 図 5.27 収入に占める一般会計法定外繰入金と 
と所得占める保険料調定額の散布図      保険料算定額に占める保険料軽減額の 








て、全団体の相関係数が 0.5988 で弱い正の相関があり(表 5.6)、所得区分別にみると、Ⅰ－






表 5.6 保険料軽減と保険料負担に関わる相関係数 
 保険料算定額に占める保険料軽減額 
 被保険者一人 当たり所得 
所得に占める 
保険料調定額 
 相関係数 p 値 相関係数 p 値 
全団体 
（1672 団体） -0.7396
* 0.0000 0.5988* 0.0000 
Ⅰ－１ 
（57 団体） -0.7951
* 0.0000 0.8628* 0.0000 
Ⅰ－２ 
（50 団体） -0.8597
* 0.0000 0.8245* 0.0000 
Ⅱ－１ 
（121 団体） -0.7942
* 0.0000 0.7794* 0.0000 
Ⅱ－２ 
（79 団体） -0.7358
* 0.0000 0.6034* 0.0000 
Ⅲ－１ 
（549 団体） -0.7318
* 0.0000 0.5961* 0.0000 
Ⅲ－２ 
（816 団体） -0.6621
* 0.0000 0.4741* 0.0000 
（注）* は、1％の有意水準を表す。 
（資料）筆者作成。 
図 5.28 保険料算定額に占める保険料軽減額と 図 5.29 保険料算定額に占める保険料軽減額と 
































































                                                  

































極めるため、『全国消費実態調査』等をもとに 5 年に 1 度検証を行うこととされている。平成
25 年 1 月公表の社会保障審議会生活保護基準部会における検証結果に基づき、生活扶助基準















                                                  































                                                  
4 仁藤(2001、123 頁)を参照。 
5 田中(2009、95-96 頁)を参照。 
6 石田(2013、211-12 頁)を参照。 
7 個人住民税において、昭和 24 年のシャウプ勧告を受け、全く担税力のない者や担税力が著しく薄弱である
者に対し税負担を求めることは租税政策上適当ではなく、税負担の公平の見地からも好ましくないというこ







税とされる(法第 295 条第 3 項)8。なお、この規定を受ける者は道府県民税均等割も非課税と
される(法第 24 条の 5 第 3 項)。 




定金額」は 35 万円の範囲内において 35 万円に、「加算額として定める一定金額」は 21 万円
の範囲内において 21 万円に、それぞれ生活保護法の規定により厚生労働大臣が定める保護の





帯とする(則 9 の 2 の 3①)10。また、総務省令で定める率とは、生活保護法における地域の級




れ、昭和 59 年度以降は「当分の間」とし、特例として存続している。平成 25 年 4 月 1 日現




単位課税の観点から、生計同一の妻に対する非課税措置を平成 17 年度から段階的廃止、18 年度分から全額課
税することとした。また、65 歳以上の一定の所得金額以下の者も昭和 26 年度から非課税であったが、現役世






























非課税限度額は平成 25 年 4 月 1 日現在のものである。 
（資料）筆者作成。 
具体的には、生活扶助は、飲食物費、被服費、光熱水費等、日常生活の需要を満たすための
給付である。基準額は、基準生活費の「第 1 類費」(年齢区分別個人単位の経費)、「第 2 類費」































上必要な年齢等は、厚生省の予算見積り上の標準世帯を参考にして夫 35 歳、妻 30 歳、小学 3
年生 9 歳男子、4 歳女子)とされ、自治省令で定める金額は 40 万円であった16。 
この基準は、低所得者層に対する負担軽減措置としての性格においても最も適切なものとし
て考えられたものであるが、この基準によって生活保護法の地域の級地区分を通じ、地方税法
第 295 条第 1 項第 2 号の生活保護法による生活扶助を受けている者についての非課税措置の
地域差との均衡も図られているものである17。各市町村について該当する生活保護の基準の級
                                                  
14 生活扶助等の解説については、池田・砂脇(2009)を参照した。 
15 ②は「(生活保護法における扶助額－40 万円)／4」を参酌して定めることとされた。 
16 地方財務協会編『改正地方税制詳解』昭和 51 年版、221-23 頁。 






活扶助等の金額を算定し、昭和 51 年度においては、1 級地 15 万円、2 級地 13 万円、3 級地




が地域間の均衡を図る上で不十分とされたため、「前年の 12 月 31 日における生活保護の基準
における地域の級地区分ごとに自治省令で定める率で、市町村が該当した地域の級地区分に係
るものを乗じて得た金額を参酌して定めることとされた。具体的には、昭和 52 年の生活保護
の基準の級地区分ごとの生活保護法の扶助額の較差に応じて、1 級地 1.0、2 級地 0.9、3 級地
0.8、4 級地 0.7 とされた19。 








平成 3 年度には、表 6.1「均等割 H3 年度」で示すとおり、控除対象配偶者又は扶養親族を
有する場合には平成 2 年度の基本額 34 万円に 4 万円を加算した金額とすることとした。基本




                                                  
18 前掲書、223-24 頁。 
19 地方財務協会編『改正地方税制詳解』昭和 53 年版、244-46 頁。 




平成 16 年度において、初めて非課税限度額が引き下げられた(表 6.1「均等割 H16 年度」
参照)。それは、平成 13 年度、平成 14 年度に、生活保護の基準が国民消費動向や社会経済情
勢を総合的に勘案して据え置かれ、平成 15 年度には国民の消費支出や物価の下落により引き
下げられたことによる。これに伴い、平成 16 年度の生活扶助基準額は引下げとなり、非課税
限度額は見直され、加算額が 24 万円から 22 万円に引き下げられた22。平成 18 年度の非課税
限度額は、平成 17 年 4 月の生活扶助第 2 類費の引下げ、また、生活扶助第 1 類費の 4 人世帯
以上の算定に乗じる逓減率の導入により生活扶助基準額が引下げとなったことを踏まえ、表
6.1「均等割 H18 年度」に示すとおり、加算額が 22 万円から 21 万円に引き下げられた23。そ
















                                                  
21 地方財務協会編『改正地方税制詳解』平成 3 年版、226-27 頁。 
22 地方財務協会編『改正地方税制詳解』平成 16 年版、313-14 頁参照。 
23 地方財務協会編『改正地方税制詳解』平成 18 年版、333-35 頁参照。 


























                                                  
25 前掲書、228 頁。 
26 前掲書、133 頁参照。当時、課税最低限について生活保護基準額を上回る水準にまで引き上げるには、基
礎、配偶者、扶養の 3 控除それぞれ 3 万円の引上げが必要であり、この場合の減収額は約 2 千億円と見込ま
れた。 
27 夫婦 2 人の給与所得者の場合の非課税限度額は、27 万円×4 人の金額に給与所得控除の最低保障額を加え
た額 175.7 万円となる。 
28 生活保護基準額は、生活扶助、教育扶助、住宅扶助の合計額である。 









られ、控除対象配偶者又は扶養親族を有する場合には、昭和 56 年度の基本額 27 万円に一律





















                                                  
31 地方財務協会編『改正地方税制詳解』昭和 57 年版、99-100 頁。 
32 地方財務協会編『改正地方税制詳解』昭和 59 年版、272 頁。 
33 地方財務協会編、昭和 62 年版、162 頁参照。当時、20 代・30 代の単身世帯において、課税最低限は 89.2
万円であり、非課税限度額 88 万円を超え、非課税限度額制度が必要ない状況となった。一方、妻がなく子供
3 人の世帯の場合の課税最低限は 203.9 万円であり、非課税限度額 213.5 万円を下回る状況であった。 
112 
案し、1 級地における前年の生活保護基準額を上回るように平成 14 年度までは非課税限度額
が引き上げられた。平成 16 年度において初めて非課税限度額が引き下げられた(表 6.1「所得
割 H16 年度」参照)。それは、平成 13 年、平成 14 年度に、生活保護の基準が国民消費動向や
社会経済情勢を総合的に勘案して据え置かれ、平成 15 年度には国民の消費支出や物価の下落
により引き下げられたことによる。これに伴い、平成 16 年度の生活保護基準額は引下げとな
り、非課税限度額は見直され、加算額が 36 万円から 35 万円に引き下げられた34。平成 18 年
度の非課税限度額は、平成 17 年 4 月の生活扶助第 2 類費の引下げ、また、生活扶助第 1 類費
の 4 人世帯以上の算定に乗じる逓減率の導入により生活保護基準額が引下げとなったことを
踏まえ、表 6.1「所得割 H18 年度」に示すとおり、加算額が 35 万円から 32 万円に引き下げ
られた35。その後、平成 21 年 4 月に教育扶助の小学校の学習支援費が導入され、生活保護基
準額は引上げとなったが、非課税限度額は据え置かれている。 
表 6.1 非課税限度額の算式の推移 
 
（注）単位は万円である。 







い。この節では、生活保護の基準の級地区分 1 級地－1 における夫婦子 2 人の標準世帯の給与
所得者について、非課税限度額と生活保護の基準額の水準の推移とその較差を考察し、併せて、
                                                  
34 地方財務協会編『改正地方税制詳解』平成 16 年版、313-14 頁参照。 
35 地方財務協会編『改正地方税制詳解』平成 18 年版、333-35 頁参照。 
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標準世帯以外の世帯について、単身世帯、夫婦 2 人世帯、3 人世帯(夫婦子 1 人)、4 人世帯(夫
婦子 2 人)のモデル世帯を想定し、同様の分析を行う。 
4.1. 均等割の非課税限度額と生活扶助基準額の推移 
4.1.1. 標準世帯の非課税限度額と生活扶助基準額の推移 




51 年度、昭和 52 年度は、『改正地方税制詳解』で示されている金額を用いる。昭和 53 年度以
降、ݐ年度に勘案される生活扶助基準額ܮܣ௧については、前年の生活保護の基準の級地区分 1 級
地－1 における生活扶助(第 1 類費、第 2 類費、期末一時扶助費の合計額)であり、厚生労働省
告示の「生活保護法による保護の基準」に示された金額(月額)を用いて算出する36。 








ቍ ൅ 4・ܻܧܣ௧ିଵ  		ሺ1ሻ 
LA_Im,t-1：t-1 年 m 月の第 1 類費、LA_Hsm,t-1：t-1 年 m 月の第 2 類費世帯人員数 4 人の基準額、LA_Hwm,t-
1：t-1 年 m 月の第 2 類費 4 人Ⅵ区の冬季加算額(ただし、m=1, 2, 3, 11, 12)、YEAt-1：t-1 年の期末一時扶
助費(居宅) 
また、夫婦子 2 人の第 1 類費ܮܣ_ܫ௠,௧ିଵはそれぞれの年齢区分の合計額とする。ただし、平成
17 年 4 月以降、4 人以上世帯について第 1 類費の算定に逓減率を乗じることとされたので、
その合計額に逓減率݀௠,௧ିଵを乗じた額とする。 
ܮܣ_ܫ௠,௧ିଵ ൌ ൫ܮܣ_ܫ݉௠,௧ିଵ ൅ ܮܣ_ܫ ௠݂,௧ିଵ ൅ ܮܣ_ܫܾ௠,௧ିଵ ൅ ܮܣ_ܫ݃௠,௧ିଵ൯・݀௠,௧ିଵ 
LA_Imm,t-1：t-1 年 m 月の夫 35 歳の第 1 類費、LA_Ifm,t-1：t-1 年 m 月の妻 30 歳の第 1 類費、LA_Ibm,t-1：
t-1 年 m 月の小学 3 年 9 歳男子の第 1 類費、LA_Igm,t-1：t-1 年 m 月の 4 歳女子の第 1 類費 
ݐ年度の較差ܮܣܵܦ௧は(2)式、ݐ年度の較差率ܮܣܵܦܴ௧は(3)式によって算出する。 
ܮܣܵܦ௧ ൌ ܶܧ_ܲܥܴ௧ െ ܮܣ௧                   ሺ2ሻ 
                                                  
36 ここで算出した生活扶助基準額は『改正地方税制詳解』で示されているそれと金額が一致しない年度があ
る。児童養育加算の取扱いが年によって異なるためであり、算出データから除いている。4.2.1 で算出する生





ܮܣ௧ ൈ 100               ሺ3ሻ 
















連動していないので、一律ではなく年度ごとに異なる。平成 25 年度の非課税限度額は 255.7
万円、生活扶助基準額は 235.2 万円であり、較差は 20.5 万円で較差率は 8.7％となっている。
較差率の最小は昭和 58 年度で-5.5％、最大は昭和 51 年度の 13.2％である。較差は、創設時
は比較的高くなっているが、昭和 61 年度以降は 10%の範囲内で推移している。 
非課税限度額が引き上げられた年度についてみると、税率が引き上げられた昭和 55 年度と、
税率引上げの翌年の昭和 61 年度の較差率が大きい。非課税限度額と生活扶助基準額の改定率
は、昭和 55 年度ではそれぞれ 10.1％、8.9％であり、昭和 61 年度ではそれぞれ 9.4％、2.9％
であり、改定率は生活扶助基準額に比べ非課税限度額のほうが大きい。これは、低所得者層の
税負担の軽減に対する配慮であることがうかがわれる。平成元年度以降をみると、較差率の最
小は平成 12 年度で 0.2％、最大は 2 年度で 4.1％である。 
一方、非課税限度額が引き下げられた年度についてみると、較差率は、平成 16年度は 2.4％、
平成 18 年度は 5.4％となっている。平成 16 年度に比べ 18 年度の較差率が高いのは、平成 16
年度の非課税限度額の改定率は-1.1％、生活扶助基準額の改定率-0.7％であり、両者はほぼ同
水準であったが、平成 18 年度では生活扶助基準額の改定率の-2.9％に比べ非課税限度額の改
定率は-0.5％と低いためである37。また、平成 17 年 4 月から導入された生活扶助第 1 類費の









（20-30 代）、夫婦 2 人世帯（30 代・20 代）、夫婦子 1 人の 3 人世帯については、平成 25 年
4 月 1 日現在の厚生労働省告示の生活保護の基準の標準世帯である 30 代・20 代・4 歳の構成
                                                  
37 平成 18 年度の標準世帯の給与所得者の均等割非課税限度額は、平成 16 年度の 257.1 万円から 255.7 万円
に引下げとなった。 
116 
と 40 代夫婦・中学生の世帯、夫婦子 2 人の 4 人世帯（40 代・大学生・中学生）とする。非課
税限度額と生活扶助基準額は、4.1.1 の算式をもとに算出する。分析期間は昭和 53 年度から
平成 25 年度とする38。 
較差率をみると、すべての世帯において、非課税限度額が生活扶助基準額を上回っているわ
けではない(図 6.3)。平成 25 年度において、非課税限度額が生活扶助基準額を上回る世帯は、
標準世帯(較差率 8.7％)、4 歳の子がいる 3 人世帯(較差率 3.5％)と中学生の子がいる 4 人世
帯(較差率 0.1％)であり、非課税限度額が生活扶助基準額を下回る世帯は、単身世帯(較差率-















したがって、夫婦 2 人世帯、4 歳の子がいる 3 人世帯では、非課税限度額が生活扶助基準額
を上回る年度が多い一方、中学生の子がいる 3 人世帯では、非課税限度額が生活扶助基準額を
下回る年度が多く、他の世帯に比べその較差も大きい。中学生の子がいる 4 人世帯では、逓減
                                                  
38 均等割の非課税限度額は昭和 51 年度に創設されたが、昭和 51 年度と昭和 52 年度において斟酌される生
活保護基準額の算式が不明なため、ここでは 53 年度以降の分析を行っている。また、平成 25 年度の生活扶
助基準額は、平成 25 年 4 月 1 日現在の基準額を使用して算出している。 
39 厚生労働省告示の生活保護の基準における標準世帯は、ここでの分析期間では昭和 53 年度から 60 年度ま












図 6.3 世帯類型別均等割の非課税限度額と生活扶助基準額の較差率の推移 
 





















            ሺ4ሻ 
EA_Esm,t-1：t-1 年 m 月の教育扶助、HAm,t-1：t-1 年 m 月の住宅扶助 
ただし、教育扶助は小学校の一般基準の基準額(平成 21 年 4 月以降小学校の一般基準の学
習支援費を加算)、住宅扶助は家賃等の一般基準(居宅)である。 
ݐ年度の較差ܲܣܵܦ௧は(5)式、ݐ年度の較差率ܲܣܵܦܴ௧は(6)式によって算出する。 
																																												ܲܣܵܦ௧ ൌ ܶܧ_ܫܴ௧ െ ܲܣ௧																																																																																ሺ5ሻ 
																																												ܲܣܵܦܴ௧ ൌ
ሺܶܧ_ܫܴ௧ െ ܲܣ௧ሻ




く年度ごとに異なる。平成 25 年度の非課税限度額は 271.4 万円、生活保護基準額は 256.5 万
円であり、較差は 14.9 万円で較差率は 5.8％となっている。較差率の最小は平成 11 年度、平
成 13 年度で 0.2％、最大は昭和 56 年度の 8.3％である。較差は、創設時は比較的高くなって
いるが、非課税措置が「当分の間」となった昭和 59 年度以降は 8%を超えない範囲内で推移
しており、均等割に比べやや小さい。 
非課税限度額が引き上げられた年度について昭和 59 年度以降をみると、較差率の最小は平
成 11 年度で 0.2％、最大は昭和 61 年度で 4.2％である。 
一方、非課税限度額が引き下げられた年度についてみると、較差率は、平成 16年度は 2.4％、
平成 18 年度は 4.0％となっている。平成 16 年度に比べ平成 18 年度の較差率が高いのは、平
成 16 年度の非課税限度額の改定率は-0.5％、生活保護基準額の改定率は-0.6％であり、両者
はほぼ同水準であったが、平成 18 年度では生活保護基準額の改定率の-2.7％に比べ非課税限
度額の改定率は-1.6％と低いためである。平成 17 年 4 月から導入された生活扶助第 1 類費の
4 人世帯以上の算定に乗じる逓減率 0.98 は 19 年度までに 0.95 まで引き下げられ、生活保護
                                                  









（注）課税最低限は、夫婦 2 人世帯であり、昭和 56 年から平成元年は、子 2 人は 13 歳未満、平成 2 年度以降は、子は中


























分析期間は昭和 56 年度から平成 25 年度とする42。 
較差率をみると、すべての世帯において、非課税限度額が生活保護基準額を上回っているわ
けではない(図 6.5)。平成 25 年度において、非課税限度額が生活保護基準額を上回る世帯は、
標準世帯(較差率 5.8％)、4 歳の子がいる 3 人世帯(較差率 3.3％)であり、非課税限度額が生
活保護基準額を下回る世帯は、単身世帯(較差率-16.0％)、夫婦 2 人世帯(較差率-2.7％)、中





                                                  
41 図 6.4 では分かりにくいが、平成 17 年度から 23 年度の標準世帯の給与所得者の所得割非課税限度額は
271.4 万円、課税最低限は 270 万円であり、非課税限度額が課税最低限を上回っている。 
42 平成 25 年度の生活保護基準額は、平成 25 年 4 月 1 日現在の基準額を使用して算出している。 
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非課税限度額がその機能を果たしているといえる。一方、単身世帯は、昭和 58 年度、昭和 59
年度を除くと、課税最低限が非課税限度額を上回っており、非課税限度額の改定が行われない
理由の一つとして考えられる。 
図 6.6 世帯類型別所得割の非課税限度額と生活保護基準額の較差率の推移 
(1) 単身世帯 
 




(3) 3 人世帯（夫婦・子：4 歳） 
 
 (4) 3 人世帯（夫婦・子：中学生） 
 































































                                                  
44 吉永(2007, 2012)では、生活保護基準額の引下げによる広範囲にわたる影響を整理している。また、厚生
労働省社会・援護局保護課「生活扶助基準の見直しに伴い他制度に生じる影響について」(平成 25 年 2 月 19
日)では、影響が生じる国の制度や地方単独事業について 38 の制度が掲げられている。 
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京大学名誉教授のお名前は特に挙げさせていただきたい。故黒川教授は、筆者が法政大学大学院在
籍時の指導教授であり、研究活動の礎を築くことができたのは故黒川教授との多岐にわたる議論に
より多くの刺激を受けたからに他ならない。ここに深謝の意を表する。神野名誉教授は、故黒川教
授と親しく、主催する研究会に参加させていただき、多大なご支援とご指導をいただいた。ここに
感謝の意を表する。その他多くの友人諸氏からも助言をいただいた。ここに感謝の意を表する。 
